	原本 ・ 副本
○をしてください


令和５年度第Ⅱ期
東京都主任介護支援専門員更新研修　必要書類一覧
※提出する書類の確認欄に○印を付し、必要書類と一緒に本書類も提出してください。
※全ての提出書類は、原本及び副本（原本のコピー１部）を提出してください。


	受講申込者氏名
	


	
	様式名
	名　称
	確認

	申込書類一式（東京都の指定する書類）

	必須
	主更-1
	令和５年度第Ⅱ期　東京都主任介護支援専門員更新研修受講申込書
	

	必須
	---------
	介護支援専門員証の写し（A4の用紙にコピー　拡大不要。）
	

	
	---------
	主任介護支援専門員研修修了証明書又は主任介護支援専門員更新研修修了証明書の写し（当該研修を東京都で修了した方は省略可）
	

	
	---------
	戸籍抄本（写し可）（都通知Ｐ11に該当する場合は提出が必要）
	

	受講要件確認添付書類（下記のうち必要なもの）
※東京都が指定する条件に該当する書類であれば世田谷区の様式以外でも受理します。

	ア　勤務要件・区市町村推薦要件

	必須
	世田谷区専用様式１
	主任介護支援専門員更新研修　本人同意書
	

	必須
	世田谷区専用様式２
	主任介護支援専門員更新研修　受講生推薦依頼書兼同意書
	

	
	主更-２
	令和５年度第Ⅱ期　東京都主任介護支援専門員更新研修　従事者一覧（居宅介護支援事業所に勤務している方のみ提出）
	

	イ　主任介護支援専門員としての実践要件　（ア）から（ク）のうち、いずれか１つ以上が必須

	（ア）
	---------
	（都の研修講師又はファシリテーター）研修実施機関が証明する書類
	

	（イ）
	---------
	（実習指導者）研修実施機関が証明する書類及び研修実施機関に提出した証明書発行申請書の写し
	

	（ウ）
	世主更－様式１
	（地域包括支援センター）実務経験証明書
	

	（エ）
	---------
	①
	「新規指定申請書又は変更届出書」及び当該書類に添付されている「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」の写し（収受印の押印が必要）※電子申請の場合は、その旨お申し出ください。
	

	
	世主更－様式２
	②
	管理者配置実績証明書
	

	
	
	上記①、②のどちらかを提出
	

	（オ）
	---------
	地域ケア会議出席証明書（区での実績は該当しない）
	

	（カ）
	世主更－様式４
	ケアプラン点検協力証明書（区での該当者については区が発行）
	

	（キ）
	世主更－様式５
	研修講師等証明書
	

	（ク）
	世主更－様式７
	実践要件（イ（ク））実施報告書
	

	

	

	ウ　主任介護支援専門員としての資質向上要件　（ア）から（オ）のうち、いずれか１つ以上が必須

	（ア）
	世主更－様式6-1
（別記様式２）
	研修受講履歴一覧
	

	
	---------
	Ａ：修了証書の写し（都通知別紙3で定める記載事項があるもの）
	件

	
	世主更－様式6-2(1)
	Ｂ：研修受講履歴証明書
	

	
	世主更－様式6-2(2)
	Ｃ：研修受講履歴証明書（世田谷区介護保険課証明分）
	

	
	世主更－様式6-3（別記様式１）
	Ｄ：研修受講記録　※様式に記載の添付資料が必要
	

	
	---------
	令和４年度の１ヵ年分の研修のうち、４回分の研修について、上記Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄのいずれかを提出すること。
※新型コロナウイルス感染症に伴い、令和元年度及び令和２年度において要件ウ(ｱ)に規定する研修参加回数を満たさず、研修受講回数の特例措置を適用する場合は、ウ（エ）に該当（措置の詳細については都通知P6～7を参照）。
	

	（イ）
	---------
	主催者名、開催日時、演題、発表者等が確認できる書類（プログラム等）及び抄録の写し
	

	（ウ）
	---------
	（認定ケアマネジャー）認定証の写し
	

	（エ）
	---------
	①
	（都の講師又はファシリテーター）研修実施機関が証明する書類
	

	
	世主更－様式6-1
（別記様式２）外
	②
	上記ウ（ア）に記載の書類と同じ
	

	
	
	上記①②のうちどちらかを提出
	

	（オ）
	世主更－様式6-1
（別記様式２）
	研修受講履歴一覧
	

	
	---------
	Ａ：修了証書の写し（都通知別紙3で定める記載事項があるもの）
	件

	
	世主更－様式6-2(1)
	Ｂ：研修受講履歴証明書
	

	
	世主更－様式6-2(2)
	Ｃ：研修受講履歴証明書（世田谷区介護保険課証明分）
	

	
	世主更－様式6-3（別記様式１）
	Ｄ：研修受講記録　　※様式に記載の添付書類が必要
	

	
	---------
	ウ（オ）①の要件に該当する場合、全ての研修について、上記Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄのいずれかを提出すること。
	


平成30年度以降に定員超過により受講できなかった方は提出書類の一部省略が可能です。（都通知Ｐ11参照）





裏面あり








